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特別徴収義務者が申告する普通徴収の理由について

○ 特別徴収の一斉指定を行っている都道府県（24団体）間においては、以下のとおり、普通徴収
を申告する際の理由が異なる場合がある。

従業員が２人以下 18団体

他の事業所で既に特別徴収を行っている 23団体

毎月の給与が少額 20団体

給与の支払いが不定期 22団体

個人事業主の専従者となっている給与所得者 19団体

退職者又は退職予定者 24団体

その他 6団体

【普通徴収を申告する際の理由一覧】

※「その他」は、「雇用契約期間が１年未満の者」や「休職者」等
※また、理由を選択肢としている場合、当該理由に対応する記号（①、ア、普A等）が異なっている場合もある。

○ そのため、特別徴収義務者は、都道府県間で普通徴収を申告する理由が異なる場合を考慮し
て、必要に応じて自治体ごとに当該理由を確認する事務が発生し、負担となっているとの声があ
る。

地方税制に関する要望書
（平成29年７月 中国都市税務協議会）

Ⅰ（２）給与支払報告書の様式変更等について
①給与支払報告書（個人別明細書）の様式変更について

特別徴収できない従業員がいる特別徴収義務者が給与支払報告書を提出する場合、当該報告書に普通徴収の理由を記載す
る欄がないため、その理由を当該報告書の摘要欄へ記載してもらうなど、自治体ごとに異なる対応を特別徴収義務者に求めてい
る。これは、特別徴収義務者に大きな負担となっているため、当該報告書の様式に、普通徴収該当理由の欄を追加すること。

②特別徴収の例外となる普通徴収の取扱いについて
特別徴収の例外となる普通徴収の取扱いについては、各自治体において地方税法の主旨に沿った範囲で、普通徴収の理由

となる要件を定めており、給与支払報告書を提出する特別徴収義務者にとって、各自治体の取扱いが相違していることが負担と
なっている。そのため、普通徴収の理由となる要件について、全国統一の運用となるよう国から指針等を示すこと。

(n=24)

第 ２ 回 個 人 住 民 税
検 討 会 資 料 抜 粋
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普通徴収切替理由に係る論点整理

○ 特別徴収義務者が従業員を普通徴収に切り替える申出を行う際、次に掲げる２つの事項に関して、特別徴収

義務者から事務負担となっているとの声が寄せられているところ。

① 課税庁たる各市区町村において、地方税法に則り普通徴収を認める要件を設けていることから、当該要件

が異なる場合がある。

② 上記で述べた要件を定めている市区町村に対し、特別徴収義務者が該当する要件を選択することとなるが、

要件の選択肢に対応する符号（a,b,c…、1,2,3…、普A,普B,普C…等）が異なる場合がある。

➣ ①に関して

地方税法第321条の３の規定は、「支給期間が１月を超える期間により定められている給与のみの支払を受け

ていることその他これに類する理由があることにより、特別徴収の方法によって徴収することが著しく困難である

と認められる者を除き、」特別徴収によることとしているところ。

当該規定に基づき、課税庁たる各市区町村は、納税者の徴税上の負担等を鑑み、普通徴収を認める要件を設

けている（又は個別判断をしている）が、この認定要件の統一を行うことは課税実務の混乱を招きかねないことか

ら適当ではないと考える。

➣ ②に関して

特別徴収義務者が給与支払報告書を提出する際、従業員を普通徴収に切り替える申出理由（符号を含める）

を様式上統一することは課税実務に影響が少なく、特別徴収義務者の利便性の向上に資するのではないか。
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普通徴収に切り替える申出理由の様式統一について

○ ２ページ「②に関して」については、「⑴ 省令様式（給与支払報告書（総括表･個人別明細書））の改正及び

⑵ eLTAXのフォーマットの変更」により、普通徴収に切り替える申出理由を統一することが考えられる。

⑴ 省令様式（総括表・個人別明細書）の改正

２ページ「①に関して」のとおり、普通徴収を認める要件の統一を行うことは適当ではないと考えられる。

第２回検討会で述べたとおり、仮に、省令様式の改正により統一を図った場合、様式上で普通徴収の申出理由

を選択肢とすると、当該選択肢に該当することで普通徴収が認められる要件と特別徴収義務者に誤認される懸

念がある。

また、書面の給与支払報告書（総括表）や省令外様式である普通徴収切替理由書については、独自の様式を

設けて運用しているケースも多く、統一を図った場合の影響が大きいと想定されるとともに、書面様式の統一を

図ったとしても独自に項目を追加する市区町村が出てくれば、結果として様式の統一が図られない。

⑵ eLTAXのフォーマットの変更

eLTAXを利用した給与支払報告書の電子的提出を行う場合、現在、同報告書のフォーマットがシステムで制御

されているため独自様式を設けることはできず、給与支払報告書（個人別明細書）の摘要欄に、普通徴収に切り

替える申出理由を記載させるケースがある。

すでにフォーマットが統一されていることから、普通徴収の申出理由の選択肢を設定した場合も、省令様式の

改正と比較して影響が小さいのではないか。

なお、eLTAXのフォーマットの変更による場合も、フォーマット上で普通徴収の申出理由を選択肢とすると、当

該選択肢に該当することで普通徴収が認められる要件と特別徴収義務者に誤認される懸念はあるため、当該選

択肢に該当しても普通徴収に認められない場合があることを丁寧に周知する必要がある。

以上のことから、省令様式の改正は行わず、eLTAXのフォーマットの変更により統一を図ることが妥当と考えられる。
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普通徴収切替理由の選択肢について①

○ 各市区町村において申出理由に基づき普通徴収とするか判断することを前提に、その判断材料としての特別徴収義務者

からの申出理由を、多くの市区町村が現に設定している申出理由の状況（※）を踏まえ、以下のとおり政令市に提示し、意

見照会を行った。

意見 考え方

当市では○〇という選択肢を普通徴収として認め

ていないため、理由に入れないでほしい。

あくまでも選択肢は特別徴収義務者が申出を行う理由であり、その理由に該当す

ることで直ちに普通徴収が認められるわけではないが、統一を図る際の課税実務へ

の影響を考慮し、地方団体の意見を踏まえつつ検討を行うこととしたい。

当市の選択肢と内容は同一だが、順序が異なる。

（Ｆの選択肢を一番上にしているケースが多い。）

当該選択肢の内容がA～Eの該当人数を差し引くこととなるため、先にA～Eの選択

肢を提示することが妥当ではないか。

Bの選択肢について、具体的な給与支払額を示し

てほしい。

当該選択肢は、給与所得が特別徴収税額よりも少なく、天引きが困難であることを

想定しているため、具体の金額は示すことで、かえって誤解を招くこともあり得る。

なお、非課税基準額を指標とし、明記している市区町村もあると承知しているが、

基準額が各市区町村で異なっていることを考慮する必要がある。

A 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者）

B 毎月の給与が少なく税額が引けない

C 給与の支払が不定期

D 事業専従者（個人事業主のみ対象）

E 退職者、退職予定者（５月末日まで）、休職者

F 総従業員数が２人以下（上記「A」～「E」に該当する全ての従業員数

（他市区町村分を含む）を差し引いた人数）

【主な意見とそれに対する考え方】

（※）普通徴収切替理由を設定している
政令市及び県庁所在市の状況

＜左記の申出理由（案）の選択肢を採用する
団体数はそれぞれ以下のとおり＞
Ａ：４１団体、Ｂ：３５団体、Ｃ：３９団体、
Ｄ：２７団体、Ｅ：４１団体、Ｆ：２７団体

（上記以外の選択肢）
雇用期間１年未満：４団体、その他：１団体

（n=41）

※上記以外に、「eLTAXのフォーマットにおいて符号をプルダウン形式とすれば、確認事務の効率化等につながるため、検討いただきた
い。」などの意見があった。

【申出理由（案）】
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普通徴収切替理由の選択肢について②

○ 申出理由の統一については、

・ 当該申出理由に基づき、各市区町村が普通徴収とするか判断することを前提としつつも、各市区町村の判断基

準が、統一された申出理由に収束していき、事実上の基準となる可能性があること

・ 申出理由を統一した後に変更を行う場合、選択肢の追加と比較して選択肢を削除することについては、関係者

の合意が得られにくいと考えられること

から、慎重に検討する必要がある。

案１（選択肢を最小とする案） 案２（案１をベースに「その他」を設ける案） 案３（最大公約数的に選択肢を設定する案）

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者）
Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない
Ｃ 給与の支払が不定期
Ｄ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、

休職者

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者）
Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない
Ｃ 給与の支払が不定期

Ｄ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、休職
者

Ｅ その他
（「Ｅ その他」の例）

・ 事業専従者（個人事業主のみ対象）
・ 総従業員数が２人以下（上記「A」～「E」に

該当する全ての従業員数（他市区町村分を
含む）を差し引いた人数）

Ａ 他の事業所で特別徴収（乙欄適用者）
Ｂ 毎月の給与が少なく税額が引けない
Ｃ 給与の支払が不定期
Ｄ 事業専従者（個人事業主のみ対象）
Ｅ 退職者、退職予定者（５月末日まで）、

休職者
Ｆ 総従業員数が２人以下（上記「A」～「E」に

該当する全ての従業員数（他市区町村分を
含む）を差し引いた人数）

案１の考察 案２の考察 案３の考察

○ 地方税法に基づいた運用に近く、特別徴
収の推進に資するのではないか。

× すでに、「事業専従者」等を選択肢に含ん
でいる市区町村への影響があるのではない
か。（ただし、事業専従者を雇用する個人事
業主のeLTAX利用率を考慮すると、フォーマッ

ト上の申出理由の統一の影響は大きくない
のではないか。）

○ 「その他」については、普通徴収に認めら
れない場合があると明記すれば、現行の運
用への影響を小さくすることができないか。

× 特段の理由なく「その他」を選択するケー
スが多くなることとならないか。

× 「その他」の理由を任意記載とした場合、
特別徴収義務者及び市区町村等の事務効
率化につながらないのではないか。

○ 全国の状況を踏まえて、最大公約数的に
選択肢を統一しているため、全体としての影
響は小さいのではないか。

× 地方税法に基づき、「事業専従者」等を普
通徴収に認めていない市区町村は、特別徴
収の原則に沿った運用をしてきたにも関わら
ず、申出理由を認めないことについて、説明
責任を果たす負担が生じるのではないか。

※ なお、選択肢Fについては、申出理由とは

いえ、地方税法の規定からすると、全国の市
区町村が用いるeLTAX様式において明示す
ることが適当か。
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特別徴収の推進と特別徴収義務者が申告する普通徴収の理由について

○ 納税義務者に起因する事由により、特別徴収を行うことを要しないとする理由については、地方

税法（及び逐条解説）において、以下のとおり示している。

■地方税法（抄）

（給与所得に係る個人の市町村民税の特別徴収）

第三百二十一条の三 市町村は、納税義務者が前年中において給与の支払を受けた者であり、かつ、当該年度の初日において給与の支払を

受けている者（支給期間が一月を超える期間により定められている給与のみの支払を受けていることその他これに類する理由があることに

より、特別徴収の方法によつて徴収することが著しく困難であると認められる者を除く。以下この条及び次条において「給与所得者」という。）

である場合においては、当該納税義務者に対して課する個人の市町村民税のうち当該納税義務者の前年中の給与所得に係る所得割額及

び均等割額の合算額は、特別徴収の方法によつて徴収するものとする。ただし、当該市町村内に給与所得者が少ないことその他特別の事

情により特別徴収を行うことが適当でないと認められる市町村においては、特別徴収の方法によらないことができる。 ２・３ （略）

（給与所得に係る特別徴収義務者の指定等）

第三百二十一条の四 市町村は、前条の規定によつて特別徴収の方法によつて個人の市町村民税を徴収しようとする場合においては、当該

年度の初日において同条の納税義務者に対して給与の支払をする者（他の市町村内において給与の支払をする者を含む。）のうち所得税

法第百八十三条の規定によつて給与の支払をする際所得税を徴収して納付する義務がある者を当該市町村の条例によつて特別徴収義務

者として指定し、これに徴収させなければならない。この場合においては、当該市町村の長は、前条第一項本文の規定によつて特別徴収の

方法によつて徴収すべき給与所得に係る所得割額及び均等割額の合算額又はこれに同条第二項本文の規定によつて特別徴収の方法に

よつて徴収することとなる給与所得及び公的年金等に係る所得以外の所得に係る所得割額を合算した額（以下この節において「給与所得に

係る特別徴収税額」という。）を特別徴収の方法によつて徴収する旨を当該特別徴収義務者及びこれを経由して当該納税義務者に通知しな

ければならない。 ２～７ （略）

■所得税法（抄）

（源泉徴収を要しない給与等の支払者）

第百八十四条 常時二人以下の家事使用人のみに対し給与等の支払をする者は、前条の規定にかかわらず、その給与等について所得税を

徴収して納付することを要しない。

【地方税法及び逐条解説を踏まえた給与からの特別徴収を行う必要がないケース】

・ 支給期間が１ヶ月を超える期間により定められている給与のみの支払いを受けている

・ 外国航路を航行する船舶の乗組員で１ヶ月を超える期間以上乗船するため慣行として給与の支払いが不定期である者

・ 年度途中に退職したこと等により給与の支払いを受けなくなった者

第 ２ 回 個 人 住 民 税
検 討 会 資 料 抜 粋
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給与支払報告書（総括表）※省令様式 給与支払報告書（総括表）※eLTAX様式

（出典：一般社団法人地方税電子化協議会）
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給与支払報告書（総括表）※独自項目追加

　日　提 出

特 別 徴 収

（ 給 与天 引）
人

（名称）17

払 込 を 希 望

す る 金 融 機

関 の 名 称 及

び 所 在 地

氏名  係 

＊普通徴収とする場合は、普通徴収切替理由書の提出が必要です。

9

（　　 　）　　　　－　 　　番

（所在地）

合　　計
人

普 通 徴 収 切

替 理 由 書 の

合 計 人 数 人

（ フ リ ガ ナ ）

15
報
告
人
員

所 在 地
（ 住 所 ）

13 提 出 先

市 区 町 村 数

電話（　　 　）　　 　　-　
14

人

5 名 称

（ 氏 名 ）

会 計 事 務 所
等 の 名 称 及
び 電 話 番 号

納入書 要　 ・ 不要

7 経 理 責 任
者 氏 名

16
税務署所 轄 税 務 署

11

12
事 業 種 目 そ の

他 必 要 な 事 項

受 給 者 総 人 員

給 与 支 払 の

方 法 及 び 期 日

8 連 絡 者 の
係 及 び 氏
名 並 び に
電 話 番 号

3 郵 便 番 号 〒

4
給
与
支
払
者

(

特
別
徴
収
義
務
者

)

2 個 人 番 号

又 は 法 人 番 号

（ フ リ ガ ナ ）

-

6 代 表 者 の
職 氏 名 印

（　 　　）　 　－　 　番 内線（　　 　　）

平成 年 月分から 月分まで

特別徴収義務者指定番号

10　提出区分 年間分　　退職者分

長　殿

平成　　年度（　　年分）給与支払報告書（総括表）
１月３１日までに提出してください。

追　加

訂　正

平 成　　年 月

1 給 与 の
支 払 期 間

（出典：千葉県HP）

○ ○ 市 長 様 平成 年 月 日提出

名　　称

又　は

氏　　名

印

○ 給与支払報告書（総括表）

内　線 （ ）番

（ － － ）

摘　要

税 理 士
事 務 所

（〒 － ）

印

所　属
部　署

氏　名

（ －　　　　－ ） 乙 欄　　等

合 計

人　　

人　　

人　　

人　　

法定提出期限　平成○年１月31日

フリガナ ※ 指　定　番　号

事業種目

受 給 者
総 人 員

人　　

○
○
市
報
告
人
員

退職（予定）者連絡者の
所属部署
氏名及び
電話番号

一般（在職者）

給与支払
者所在地
（住 所）

フリガナ

代表者の
職氏名印

給与支払者の個人
番号又は法人番号

（出典：岩手県HP）
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指 定 番 号

人 数

人

○

○

○ 　符号「普Ｆ」欄の休職者とは、休職により４月１日現在で給与の支
払を受けていない場合に限ります。

　この普通徴収切替理由書の提出がない場合、原則どおり、特別徴
収対象者となります。

合　　　　　　　　計

　普通徴収とする場合は、個人別明細書の摘要欄に該当する符号
（普A、普Bなど）を記入してください。

人休職者

普 E 事業専従者

人（個人事業主のみ対象）

普 F
退職者、退職予定者（５月末日まで）　及び

人（例：給与の支払が毎月でない）

普 C
給与が少なく税額が引けない

人（年間の給与支給額が００万円以下）

普 D 給与の支払が不定期

人（　　　　　　　　　）

普 A
総従業員数が２人以下

人

（下記「普B」～「普F」に該当する全ての（他市区町村分を
含む）従業員数を差し引いた人数）

普 B
他の事業所で特別徴収

事 業 者 名

符 号 普　通　徴　収　切　替　理　由

普通徴収切替理由書(兼仕切書（紙）)

市区町村名

普通徴収切替理由書例

（出典：三重県HP）

（出典：東京都他HP）
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給与支払報告書の提出例

（出典：群馬県「個人住民税特別徴収の事務手引き」）
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給与支払報告書（個人別明細書）※省令様式 給与支払報告書（個人別明細書）※eLTAX様式

「普通徴収」
にチェック

（自治体によっては）
普通徴収切替理由書の符号を入力

（出典：一般社団法人地方税電子化協議会）
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